
被災者生活再建支援制度について 

 

１ 被災者生活再建支援制度とは 

  被災者生活再建支援法に基づき、自然災害により居住する住宅が全壊するなど生活基盤に著しい

被害を受けた世帯に被災者生活再建支援金を支給し、生活の再建を支援する制度です。 

 

２ 対象となる自然災害 

  暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火などの自然現象によって住宅に被害があった

場合に対象となります。 

  ただし、この制度が適用になるには、被害の大きさが法律で決められており、適用になるかどう

かは、県の公示があります。 

 

３ 支援金の支給額 

  支援金の支給額は、以下の２つの支援金の合計額となります。 

  ①住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

  ②住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

                                   （単位：万円） 

区  分 

基礎支援金 加算支援金 

計 ①＋② 住宅の損害程度 住宅の再建方法 

① ② 

複数世帯 

（世帯の構

成員が複数） 

全壊世帯 

解体世帯 

長期避難世帯 

１００ 

建設・購入２００ ３００ 

補 修  １００ ２００ 

賃 借   ５０ １５０ 

大規模半壊世帯    ５０ 

建設・購入２００ ２５０ 

補 修  １００ １５０ 

賃 借   ５０ １００ 

 

中規模半壊世帯    ― 

建設・購入１００ １００ 

補 修   ５０ ５０ 

賃 借   ２５ ２５ 

単数世帯 

（世帯の構

成員が単数） 

全壊世帯 

解体世帯 

長期避難世帯 

   ７５ 

建設・購入１５０ ２２５ 

補 修   ７５ １５０ 

賃 借   ３７．５   １１２．５ 

大規模半壊世帯    ３７．５ 

建設・購入１５０   １８７．５ 

補 修   ７５   １１２．５ 

賃 借   ３７．５ ７５ 

 

中規模半壊世帯    ― 

建設・購入 ７５ ７５ 

補 修   ３７．５ ３７．５ 

賃 借   １８．７５ １８．７５ 

 

４ 申請に必要なもの 

 ⑴ 被災者生活再建支援金申請書  ⑵ り災証明  ⑶ 住民票  ⑷ 預金通帳の写し 

 ⑸ 「加算支援金」を同時に申請される場合は、住宅の再建方法（住宅の建設・購入、補修また

は賃借）に応じ、そのことを確認できる契約書等の写し 

 

５ 支援金の申請期間 

 ⑴ 基礎支援金 発災日から１３ヶ月 

 ⑵ 加算支援金 発災日から３７ヶ月 


